
事業概要シート

施策 0602
高齢者の生きがいづくりと介
護予防の推進

≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 健康づくりのための地域活動支援事業 拡充 予算額
12,545 千円

≪ 10,181 ≫千円

事業期間 平成25年度 ～ 財
源
内
訳

国庫支出金 3,133 千円
県支出金 1,566 千円

根拠法令
要綱等

介護保険法、地域支援事業実施要綱、大村市補助金等交付規則 地方債 0 千円
その他 3,397 千円

一般財源 4,449 千円

【事業の目的・概要・対象】

◆事業の目的                            
 住民主体の「通いの場」は、高齢者の運動機能向上や社会参加促進など、多くの介護予防の効果が期待でき
ることから、通いの場の立ち上げ支援及び継続支援を行い、身近な地域で市民自ら介護予防に取り組むため
の活動の定着を図る。                                                      

◆事業概要                            
　市内における「地域住民が主体となる通いの場」を整備する。                            
 ①専門職の派遣等を行い、通いの場の立ち上げ時の相談や継続活動の支援を行う。                           
 ②活動に必要な物品の貸与（おおむら音頭体操ＤＶＤ、やるばい元気体操ＤＶＤ等） 
 ③健康づくり推進員の養成・育成（国保けんこう課）
 ④市が推奨する内容の活動を実施する「通いの場」に対して補助金を交付する。（拡充）                                                       
　
◆対象
　65歳以上の市民及び、その支援のための活動に関わる市民

◆拡充内容
　毎回の活動において市が作成した体操を実施し、市民へ広く周知できる活動に補助金を交付する。
　　・活動支援費　　　　　 ：上限35,000円（700円/回、年度開催回数により変動）
　　・備品購入費（1回のみ）：上限20,000円（開催頻度2回/月以上の団体）、補助率8/10

【背景】

令和元年に健康保険法の一部が改正され、市町村において高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施する
枠組みの構築が求められている。この保健事業と介護予防を一体的に実施する場として通いの場も明記され
ており、医療専門職の介入による疾病予防、生活機能の改善が期待されている。また、令和元年に取りまと
められた「認知症施策推進大綱」においても、介護予防に資する通いの場の拡大及び参加率の向上が求めら
れている。

担当課 福祉保健部　地域包括支援センター 参事 城代　文香

担当者 川嶋　富久 問合せ先 0957-53‐8141

尾上 典史
役職要確認



事業概要シート

【活動指標】

指標名 単位
Ｒ６

(実績)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)
Ｒ９

(計画)
Ｒ１０
(計画)

① 楽笑会 開催場所 計画値 箇所 2 6 6 6 6

② 計画値

【成果指標】

指標名 単位
Ｒ６

(実績)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)
Ｒ９

(計画)
Ｒ１０
(計画)

① 住民主体の「通いの場」の拠点数 計画値 箇所 132 132 140 148 156

② 楽笑会 参加実人数 計画値 人 32 102 102 102 102

【予算・決算】（千円） 事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 合計
事業費 8,138 8,313 10,181 12,545 12,037 12,318 63,532

国庫支出金 3,161 3,005 2,542 3,133 3,009 3,079 17,929
県支出金 1,015 1,037 1,271 1,566 1,504 1,539 7,932
地方債 0 0 0 0 0 0 0
その他 2,206 2,381 2,760 3,397 3,249 3,325 17,318
一般財源 1,756 1,890 3,608 4,449 4,275 4,375 20,353
人件費 4,151 4,161 3,643 3,643 3,643 3,643 22,885
職員(人) 0.57人 0.57人 0.49人 0.49人 0.49人 0.49人 3.10人

時間外勤務(h) 3h 8h 40h 40h 40h 40h 171h
会計年度任用職員(人) 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

フルコスト 12,289 12,474 13,824 16,188 15,680 15,961 86,417

妥当性
(市の関与)

　保険者として、介護予防・日常生活支援総合事業を推進し、高齢者が介護予防に取り組む
環境づくりを行う義務がある。

有効性
(施策貢献度)

　高齢者が住み慣れた地域で元気に過ごすために、地域組織の育成・支援は有効である。
　また、令和８年度から通いの場へ補助金を交付することにより、新規開設の増加や継続支
援に資することが期待できる。

効率性
(コスト)

　他事業に配置している専門職と協同し事業を遂行するなど効率的に実施しており、コスト
削減の余地はない。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 １次評価のとおり


